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はじめに 
 

全国的な人口減少や新幹線整備等により、地方自治体が鉄道の維持に関与する場面はますます増え

つつあります。こうした中で、国土交通省としては、「地域公共交通網形成計画」の策定等を通じて、

地域公共交通網の再編を支援しつつ、「鉄道事業再構築事業」等を通じて財政的な支援をしています。 

 

一方で、地方自治体の皆様におかれましては、バスについては一定の知見が高まってきて事例整理

も進んでいますが、鉄道維持に関しては十分ではない状況と言えます。さらに、中部運輸局は、全国

の運輸局の中で最も多く「地域鉄道」を所管しており、鉄道の維持に向けて側面から支援していきた

いと考えています。 

 

そこで本書では、全国の地域公共交通網形成計画の中から好事例を抽出し、策定した事務局や鉄道

事業者等にヒアリング調査を行う中で、同様な計画を策定する際に、鉄道を扱う際の考え方やヒント

をまとめています。 

 

本書が、鉄道の存する自治体における地域公共交通の維持・活性化の一助になれば幸いです。 

 

 

 

 

このヒント集の構成 
 

ｐ．３～５ 【自由討論】 四日市あすなろう鉄道 × 福井鉄道 

鉄道事業者とその沿線自治体に集まって頂き、鉄道の価値や維持していく上での悩

み、支援スキーム等について、話しあって頂きました。 

 

ｐ．６～１１ 【事例整理】 全国の網形成計画の特徴 

 鉄道を軸としたネットワークを目指す網形成計画を抽出し、ヒアリング調査を通じ

て、取組の秘訣についてまとめました。 

 

ｐ．１２～１８ 【事例整理】 鉄道を網形成計画へ位置づける際のヒント 

 鉄道を軸とした網形成計画の策定に取り組む際に、参考となるよう、事例としてま

とめました。 
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鉄道を地域で活かすためのチェックリスト 
 

 
以下は、全国の先進事例調査を通じて得られた知見をまとめた、地域公共

交通網形成計画において鉄道を活かすためのチェックリストです。 
よりよい計画の策定に向け、ご活用ください。 
 
 

 

○長期的な視点で沿線の価値・魅力の維持向上に活用 

✔長期的に維持する基幹インフラとしての位置付け 
✔基幹インフラと都市施策とを連携させ、一連の

事業として実施 
✔鉄道自体の魅力・サービス向上 

 
 
 
 

○「線」ではなく「網」を意識 

✔幹線としての鉄道の位置づけ 
✔他モードも巻き込んだ再編 
✔他の鉄道も意識 

 
 
 
 

○関係者が多岐にわたる中での確実な履行体制 

✔行政の役割としての「ネットワーク形成」と「インフラ整備」 
✔地域の参画を深める事で地域の理解を促進、官民それぞれの強みを活

かせる体制を構築 
✔行政全体が一つの方向に進むための効率的な事務所掌 
✔確実なＰＤＣＡの実施 

 

鉄道のみならず、沿線全体と

して価値向上を目指しましょ

う。 

鉄道を中心とする計画を策定

する時は、議論が鉄道に偏り

がちです。専門部会を設ける

等、全体をバランスよく検討

して「網形成」を目指しまし

ょう。
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【⾃由討論】 四⽇市あすなろう鉄道 × 福井鉄道 

 
地域鉄道の維持に向けて、沿線の地方自治体においては、単に金銭的な支援だ

けではなく、スキーム設計や人的支援、公共交通ネットワークとしての整理など、大変

大きな役割があります。 

ここでは、鉄道事業再構築事業の第 1 号の「福井鉄道」と、地域公共交通網形成

計画の第 1 号の「四日市あすなろう鉄道」の沿線自治体と鉄道事業者に集まって頂

き、地域で鉄道を維持していくための取組や苦労について語って頂きました。 

 
【コーディネーター】  【四日市市、四日市あすなろう鉄道】 

 

 

 
名城大学 理工学部社会基盤デザ

イン工学科 教授 

松本 幸正  
四日市市 都市整備部

都市計画課 課長 

川尻 裕司 

四日市市 都市整備部

都市計画課公共交通推

進室 室長 

大原 喜美 

四日市あすなろう鉄道

株式会社 代表取締役

常務 

太田 裕治郎 
 

【福井県、福井市、鯖江市、越前市、福井鉄道】 

   
福井県 総合政策部交通

まちづくり課 参事 

平林 透 

福井市 都市戦略部地域

交通課 課長 

野村 康人 

鯖江市 総務部総合交通

課 課長 

西川 法昭 

越前市 企画部まちづく

り総合交通課 課長 

藤原 義浩 

福井鉄道株式会社 代

表取締役社長 

村田 治夫 
 

各々の鉄道の現状と抱える課題は？ 

【川尻】輸送密度が約 4,000 人、年間約 300 万人が利用しています。一定の利用者数が 

あるため、市民の危機意識・理解が低いのが課題です。 

【平林】再構築事業により 161 万人の輸送人員 200 万人の達成と収支均衡による安定運

行を目指してきました。 

P&R 駐車場を新・増設することで 1 年間前倒しして 200 万人を達成しそうですが、

大規模な修繕や突発的な事故対応による出費がかさみ、経営的にはプラスになっ

ていません。 

網形成計画の中での鉄道の位置づけや計画の特徴は？ 

【川尻】市全体の公共交通を考えた上で、 
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四日市あすなろう鉄道 

近鉄による維持が困難と

なり、BRT との比較の結果、

「上下分離」により鉄道を維

持し、地域の軸とする計画を

策定した上で平成 27 年 4 月

より運行が開始されました。

 
 
営業キロ：7.0km 
駅数：9 駅 
輸送人員：3082 千人○ 

○平成 27年度（四日市市資料）

○四日市あすなろう鉄道をきちんと守りましょう 

○バス等を含めた市全体の公共交通を議論し、考え直しましょう 

という内容で策定しています。 

【野村】連携計画は３市の連名で策定し、鉄道を中心とした計画でしたが、網形成計画につ

いては、フィーダー交通も検討し、観光とかまちづくりを含めた視点で越前町も含め

た３市１町で策定しました。 

なぜ鉄道を残すことになったのか？ 

【川尻】四日市あすなろう鉄道を利用している１日 1 万人の人が、バスや自動車に転換した

場合に大渋滞が必至でした。 

それと、この鉄道をなくすと四日市全体のまちのポテンシャルが下がります。四日市

市の中で、ディベロッパーが開発した箇所を図示した地図を見ると鉄道駅沿線で開

発が行われていることが明らかで、民間開発の呼び水になるのは間違いありません。 

【平林】福井県ではえちぜん鉄道の前身である京福電鉄の２回の事故により、局の指導で

運行停止になりました。バス代行が始まりましたが、渋滞による遅延も発生し、学校、

職場に通うことが困難となり、「やはり鉄道が必要だ」という意見が地域から挙がって

きて、存続が決まりました。福井鉄道も、親会社であった名鉄が経営難で撤退した

いという意向があった後、えちぜん鉄道と同様にバスでは鉄道の代替は出来ないと

いうことで、連携計画を作って再構築計画を策定、残すこととなりました。 

「残そう」という思いに対して税金を支出したわけだが、その意義は？ 

【川尻】沿線に 5 つ高校があり、北勢地域から生徒さんが来ています。そういう高校にとって

良かったと思っています。 

【野村】福井鉄道沿線に進学校が揃っており、鉄道がある事で学校選択に自由があります。 

【西川】企業や学生の皆さんは、越前市や福井市の企業・高校へ行くので、福井鉄道は欠

かすことができない「社会資本」です。 

西日野駅

あすなろう四日市駅

八王子線

内部線

内部駅 

© OpenStreetMap 
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福井鉄道 

平成 19 年に経営危機とな

り、えちぜん鉄道を教訓に、

地元行政や団体による「見な

し上下分離」での支援が行わ

れています。 
現在は鉄道利用者数が増

加傾向です。 
 
営業キロ：21.5km 
駅数：25 駅 
輸送人員：1983 千人※ 

※平成 27年度（福井県資料）

【藤原】当市では、福井鉄道の路線はわずか 3 キロしかありませんが、沿線３市の負担割合

が概ね 1/3 ずつで行われています。したがって、議会や市民への説明は常に大変

です。 

【川尻】四日市市は第３種の鉄道事業者になっていますが、地方自治体が鉄道事業者にな

るのは、非常に大きなリスクがあります。 

○行政の予算は先に予算案がないと支出ができません。したがって、緊急時にキャ

ッシュが不足する可能性があります。 

○もし施設の不具合で事故があれば、市長の責任になります。 

【太田】近年では、第１種事業者としてローカル鉄道を運営するのは、非常に厳しい状況に

なってきています。上下分離は鉄道として残す大事なスキームと考えます。 

【村田】当時はそこまで極端な形はできなかったので、「見なし上下分離」で進めてきました。

上下分離の方が、市民や議会への説明はしやすいですが、国、県、市、事業者の

それぞれが持つコスト、結果的に市民が負担するコストを考えると、私は民間が持っ

た方が安くなると思います。 

 
（公有民営による）上下分離 

四日市あすなろう鉄道を例に 

見なし上下分離 

福井鉄道を例に 
【上下分離】 

上下分離とは、鉄道の運行主体と鉄

道施設等の保有主体とを分けること

を言います。 

四日市あすなろう鉄道では、鉄道施

設等を自治体が保有する「公有民営」

を採用しています。 

 

【見なし上下分離】 

鉄道事業者が鉄道施設等を保有し

たまま、自治体が施設等の維持に係る

経費を支援する方式です。 

  

 

鉄道事業者の支援スキームについてはどう思うか？ 

福井駅

田原町駅

越前武生駅 

© OpenStreetMap 

新設３セク 

自治体 

（第三種事業者） 

鉄道施設保有 

土地・近鉄保有/

無償借入 

(無償貸与) 

運行 

既存事業者 

運行 

自治体 

(無償貸与) 

鉄道施設保有 

土地保有 
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全国の自治体へメッセージをお願いします。 

【川尻】行政が第３種事業者になるというのは大変なリスクです。そのため、市としてプロフェ

ッショナルの養成は必要です。それと、他市・他社の事例を見るのが重要と思いま

した。 

【太田】今後も再構築実施計画に従って、投資・修繕を行うことになりますが、運行の安全

確保のため、どこをどのレベルで修繕していくかという問題は鉄道事業者によっても

考え方が異なる難しい問題です。 

【平林】行政と事業者の連携が重要です。県・市と鉄道会社 2 社の 4 者でかなりの頻度の

会議をしています。それも県庁に来てもらうのではなく、事業者の会議室で行う事で、

事業者の負担を減らしています。こうした細かい行政支援も、ひとつ参考にして頂け

ればと思います。 

【藤原】やはり、市民の方に興味を持って頂くのが大切ということで、「福武線を応援する連

絡協議会」や「北府駅を愛する会」などがイベントを開いています。駅に来て頂くこと

で鉄道に興味を持って頂いて、乗ることにつながると考えています。 
【村田】当社も以前は数多くのイベントを開催したが、なかなか利用者数に結び付きません

でした。むしろ事業者としては乗るための仕組みをどうするか、駐車場整備やフィー

ダーバス、高齢者が少し割引になる制度などが重要と考えています。 

また、当社には「渉外部」という部署があり、公民館や企業を訪問し、割引制度やバ

ス路線等の説明を絶え間なくやらせています。そういう地道な活動が結果的に利用

者数に結び付いていくと考えています。 

○今回、福井の取組を見させて頂き、とても参考となる実例が数多くありました。まち中を元

気にする取り組みや、回数券等をコンビニでも買えるよう委託販売が印象的でした。 

○ハードとしての駅整備や相互乗り入れ、P&R 駐車場等も整備されています。一方で、鉄道

と並行するバス路線を切って、駅を中心としたバス路線に変えていく。まさにそれらが網形

成計画で求められていると思います。 

○しかしよく考えると、どの網形成計画

にも良い事はたくさん書いてあるので、

計画に従って着  実に実施していく

ことが重要です。その実施が間違い

なく利用促進につながっていきます。 

○実は国が地域に対して公共交通があ

ることの意義を説明できないといけな

いと思っています。自治体の方々の

苦労を国がしっかりと認識して、それ

を国民に説明していく。それをぜひ期

待しています。 

まとめ 

自由討論の様子（福井運輸支局にて） 
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弘前市地域公共交通網形成計画 

弘南鉄道⼤鰐線  
  

 
 
 

鉄道を巡る状況・鉄道を活かす地域の動き 

■大鰐線廃止宣言 

・沿線の４高校が少子化で入学者が減ってしまい、定員割れを起こしたことで定期利用が減少したところ、と    

うとう事業者から「大鰐線廃止宣言」が出され、先行きの不透明さから、更に利用者が減る悪循環へ陥った。 

■市の対応 

・市としては旧市街地において南北の中心軸である同線を今後の高齢化の進展も踏まえ、地域の足として重視  

していたため、すぐに大鰐線存続戦略協議会を立ち上げ、経営状況基礎調査、利活用検討を実施したところ、 

このまま何も手を打たなければ利用者が減っていくことが明らになった。そこですぐに取組可能なものとし  

てモビリティーマネジメントにより経営を持ちこたえさせつつ、本格的な取組へシフトさせた。 
 

⾃治体の取り組みの⽅向性 
民間鉄道では難しいインフラ整備とモビリティマネジメントを行政が担う 
・運行欠損補助という形ではなく、中央弘前駅前を広げてバスやタクシー等との乗継がで 
きるように計画するなど、行政はインフラ整備を担う側に回る。 

・小学生、中学生、高校生を対象としたモビリティーマネジメントや沿線住民に大鰐線沿 
線情報を発信するニューズレターの発信など、側面からの利用促進により支援を行う。 

 

「コンソーシアム」により、ボランティアが参加しやすい雰囲気を作る 

・「つながれ！大鰐線 つなごう！みんなの交通コンソーシアム」を結成し、交通事業 

者、商店街、沿線住民、学生等が主体となって公共交通を活性化していくよう仕掛 

けている。 

数値目標を丁寧に設定し、それを実現する施策という構成の計画 

・20年という長期的な地域づくりの目標を掲げつつ、機動的な地域経営を行う観点で、弘前市総合計画とな

る「弘前市経営計画」を策定し、ＰＤＣＡサイクルを実施しながら、状況に応じた見直し・改善を行う。 

 

鉄道に関して具体的に⾏ったこと 

      
  

計画の概要 

策定主体 弘前市地域公共交通会議 

策定時期 平成 28 年 5 月 

計画期間 平成 28～37 年度 

大鰐線の概要 弘前市の概要 

延長 13.9 キロ 人口 178 千人 

1 日便数 40 便 財政力指数 0.46 

輸送密度 1,640 人/日 高齢化率 29.3% 

輸送人員 1,804 千人   

大鰐線 

弘前中央駅 

弘南線

大鰐駅 

© OpenStreetMap 

○通院あんしんパス・・・病院からの帰路は無料となる乗車券で、定期外利用の増加に効果が出

ている。 

○「おためし券」の配布・・・乗車体験を通じて大鰐線を知ってもらい、利用促進につなげるため

に配布した。 

○通学カタログ・・・中学生に高校への通学利用をイメージしてもらうために配布している。 
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明知鉄道沿線地域公共交通網形成計画 

明知鉄道   
  

 
 
 

鉄道を巡る状況・鉄道を活かす地域の動き 

■旧国鉄 特定地方交通線の第三セクターへの転換 

・昭和 60 年に沿線住民及び通勤通学の足の確保などを目的に第三セクターとして発足した。 
 

■自治体は利用の確保・促進に積極的に協力 

 ・路線維持のため、自治体は基金拠出のほか、利用促進策に積極的に協力している。 
 

⾃治体の取り組みの⽅向性 
鉄道とバスのネットワークを重視 

・明知鉄道を「基幹路線」と位置付け、並行するバス路線を途中の駅までとし、鉄道に乗り換えてもらうように 

した。そのような中で、「最低保障」という考え方を入れ、各地域からバスと鉄道を乗り継げば、必ず買い物施

設と医療施設に行けるようにしている。 
 

イベント列車等の取組を通じて、地域での存在感を高める 

・明知鉄道では早くからイベント列車に取り組み、地元食材を使った料理を提供すること 

で、鉄道会社と地域のそれぞれに収入が得られるよう、取り組んでいる。 

・明知鉄道の様々な取組により、観光客がたくさん訪れるようになった。地域の人もそれ 

を感じており、鉄道に乗らない人にも明知鉄道に対する評価は高まっていると感じる。 

・このほか、ＳＬ復元や沿線ウオーキングなどで、多くのボランティアの人たちに関わっ 

てもらっている。 

 

鉄道に関して実際に⾏ったこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の概要 

策定主体 明知鉄道沿線地域公共交通活性化協議会 

策定時期 平成 27 年 11 月 

計画期間 平成 26～30 年度 

明知鉄道の概要 恵那市/中津川 の概要 

延長 25.1 キロ 人口 51 千人/ 79 千人

1 日便数 28 便 財政力指数 0.48/0.50 

輸送密度 616 人/日 高齢化率 32.5%/31.0% 

輸送人員 423 千人   

恵那駅

明智駅

© OpenStreetMap 

○食堂列車・・・寒天列車、きのこ列車、じねんじょ列車など季節に応

じた多彩な企画列車を運行。シーズン直前にメディア関係者を呼んだ

「試食会」を開催し露出を増やして集客を図っている。 

○ネーミングライツ・・・５４００円でヘッドマークの一部を自由にデ

ザインし、1 往復分の列車愛称を命名できる。団体の集客を図る。 

○バス運転手の声かけ・・・確実に乗り継げるよう、鉄道とバスのダイ

ヤ調整をするとともに、バスの起点となる駅に鉄道が到着した際、バ

ス運転手がバスから降りてバスの行き先を発声している。 
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⼀畑電⾞沿線地域公共交通網形成計画 

⼀畑電⾞ ／ 島根県、松江市、出雲市 
  

 
 
 

鉄道を巡る状況・鉄道を活かす地域の動き 

■みなし上下分離、一畑電車支援計画 

・経営難であったところ、高校生の通学、宍道湖の北側を通る幹線的公共交通が他にないことなどから、平成１   

８年より「みなし上下分離」が始まり、自治体が支えていく体制に移行した。その後、新たに平成 23 年に「一

畑電車支援計画」を策定し、計画期間である 10 年間で約 61 億円を支援することになった。 

 

⾃治体の取り組みの⽅向性 
鉄道の維持を事業者任せにしないよう、協議会参加者全員の役割に注意している 

・鉄道の利用促進で事業者の役割は大きいが、事業者自身の経営が厳しいという状況を共 

有している。 

・鉄道の維持・利用促進を鉄道事業者のみの問題とすることないよう、計画書では、会議 

参加者ごとの実施内容と数値目標を分かりやすくまとめている。 

・自治体の補助金で車両整備を進めており、新車両導入後の目指すべき便数増等の取組に 

ついて、計画でも記載している。 
 

法定協議会は、それぞれが持つ情報を出し合う場としても位置付け 

・法定協議会では会議参加者それぞれの取組を発表し、意見交換を通じて協力関係の強化に努めている。また住民 

代表に取り組みの評判を聞くことで、マーケティングの場にもなり、取り組み内容の質の向上につながっている。 

 

鉄道に関して実際に⾏ったこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

計画の概要 

策定主体 一畑電車活性化協議会 

策定時期 平成 28 年 4 月 

計画期間 平成 28～32 年度 

一畑電車の概要 松江市/出雲市 の概要 

延長 42.2 キロ 人口 206 千人/ 172 千人

1 日便数 96 便 財政力指数 0.56/0.50 

輸送密度 1,709 人/日 高齢化率 28.1%/29.0% 

輸送人員 1,425 千人  

出雲市駅 

大社線

出雲大社前駅

北松江線 

松江しんじ湖温泉駅

© OpenStreetMap 

○高齢者の利用促進・・・シルバー友の会（企画きっぷ購入権利）、高齢者利用券（自治体発行 100 円引き）

など、高齢者をターゲットとした施策を官民協力して実施している。 

○アテンダントの乗車・・・一部電車においてアテンダントが乗車し、観光案内や乗降介助により快適な乗車

環境を整えている。 

○家族割引の導入・・・土曜・日曜・休日に通勤定期券所持者と家族が同時に利用する場合、運賃が全区間に

渡って 200 円になる。また未就学児とその家族（養育者）が一緒に利用の際に 6 ヶ月間、土曜、日曜、休日

に限り、乗り放題となる「カンガルーパス」を発売している。 



【事例整理】全国の網形成計画の特徴 
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⾼松市地域公共交通網形成計画 

⾼松琴平電気鉄道   
  

 
 
 

鉄道を巡る状況・鉄道を活かす地域の動き 

■連帯債務を負い、民事再生法適用へ 

・高松琴平電気鉄道は高松市を中心に平成１３年、関連会社の破綻に伴い、連帯債務を負ってしまった結果、民  

事再生法が適用された。この事態を受け、経営立て直しのため、市などの支援のもと、ＩＣカードの導入、無  

人駅化などの経営効率化を実施。単体黒字化が果たされるなど、一定の成果を得る。 
 

■長期的な交通計画を作成し、盤石の基幹系統を整備 

・さらに長期の視点で基幹交通サービスを持続させるため、新駅整備や複線化も含んだ平成４０年度を目標年度  

とする「総合都市交通計画」を平成２２年度に策定している。 

⾃治体の取り組みの⽅向性 
最大の利用促進策は、「鉄道を軸としたまちづくり」 

・「観光利用」はイベント等で成果が出やすいが、最も重要な「生活利用」の維持・拡大 

には、長期的なまちづくりの視点が不可欠と考えている。 

・バスターミナル整備や複線化、駅周辺への施設立地等のインフラ整備により、利便性を

高め、利用者数全体の底上げを目指す。 
 

目指すべき都市構造を実現しやすい事務所掌 
・まちづくりの中で鉄道が活用されるためには、行政内の各部署の意思統一と、インフラ整備のための技術的 
知識やマネジメント力が必要である。高松市では、企画系の「市民政策局」に土木系技官が多く配置され、鉄 
道・バス・空港等を所管しており、交通を「インフラ」として計画・整備しやすい事務所掌となっている。 

 

ＩＣカードは、利用促進と効果測定に有効 

・電車とバスの乗り継ぎ利用を支援しており、利用促進に効果が出ている。 

・ＩＣカードは乗降データが詳細に分析できるため、議会や市民への説明に大変有効である。 

鉄道に関して実際に⾏ったこと 

 

 

 

 

 

計画の概要 

策定主体 高松市総合都市交通計画推進協議会 

策定時期 平成 27 年 3 月 

計画期間 平成 28～32 年度 

高松琴平電気鉄道の概要 高松市の概要 

延長 60.0 キロ 人口 421 千人 

1 日便数 a143+b114+c125 便 財政力指数 0.81 

輸送密度 4,972 人/日 高齢化率 27.0% 

輸送人員 12,924 千人 ※a 琴平線、b 志度線、c 長尾線

志度線 

琴平線 

瓦町駅 

長尾線 

琴電琴平駅

高松築港駅 

 

 

© OpenStreetMap 

○地域ＩＣカードによる割引・・・電車とバスをＩＣカードを利用して乗り継ぐと１００円引きになる制度を

設けている。費用負担は事業者２０円に対し、自治体８０円としている。また７０歳以上の市民を対象とし

たＩＣカード（運賃半額）も販売しており、利用促進に寄与している。 

○商業施設との連携・・・１日フリー切符と映画入場料等の割引セットが好評である。 

○小中学生の体験乗車・・・小さい頃から電車のファンになってもらいつつマナー啓発の意も込めて、校外学

習「わくわく電車教室」を実施している。 
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⼈吉・球磨地域公共交通網形成計画 

くま川鉄道  
  

 
 
 

鉄道を巡る状況・鉄道を活かす地域の動き 

■旧国鉄 特定地方交通線の第三セクターへの転換 

・国鉄民営化時に地元高校生の足として存続させることを目的に第三セクター化された。現在も収入の８割は高   

校生の定期利用によるものとなっており、地域にとって重要な路線である。 

■基金運用が悪化、自治体が本格支援へ 

・金利低下のもと、赤字補てん用基金の運用が悪化したため、沿線１０自治体により本格的な支援に乗り出した。 

⾃治体の取り組みの⽅向性 
新しい観光列車の導入を契機として、地域参画と業務効率化を実現 

・水戸岡鋭治氏デザインの新しい観光列車「田園シンフォニー」の導入の際、地域によ 

り、「おもてなし隊」が組織され、駅でお出迎えしてくれるようになった。 

・観光列車は高校生の通学にも使用するが、マナー向上のため高校生に「乗車の際の 10 

カ条」を考えてもらった。その結果、いまでも丁寧に使ってくれている。 

・以前は「ビール列車」等のイベント列車も運行していたが、新しい観光列車ではアテン 

ダントと地域参画によるおもてなしを中心に据えている。 
 

１０市町村長が集まる協議会で、進捗を報告 

・人吉・球磨郡の 10 市町村が集まる際、足並みをそろえるのは大変だが、できる限り首長が参加するよう努めて 

いる。法定協議会では自治体ごとの進捗を報告し、首長主導で共通の認識を持ってもらうよう工夫している。 

 

鉄道に関して実際に⾏ったこと 

 

計画の概要 

策定主体 人吉球磨地域公共交通活性化協議会 

策定時期 平成 28 年 3 月 

計画期間 平成 28～33 年度 

くま川鉄道の概要 人吉市の概要 

延長 24.8 キロ 人口 34 千人 

1 日便数 29 便 財政力指数 0.42 

輸送密度 1,083 人/日 高齢化率 34.4% 

輸送人員 698 千人   

湯前駅

人吉温泉駅 

© OpenStreetMap 

○観光列車の導入・・・運行する全列車を内装に趣向を凝らし地元産ヒノキをふんだんに

使用した観光列車仕様に替えた。一日一往復、観光列車として車内外で様々なサービス

を伴った運行をしている。観光列車としての運行は当初、一部区間だけであったが、全

区間に伸ばしたところ、収入増につながった。また地元住民による「おもてなし隊」が

結成され、地域が参画して地元鉄道を盛り上げている。 

○熊本三セク鉄道応援きっぷ・・・熊本地震の影響により、被害や乗客減にみまわれた熊

本県内の第三セクター鉄道会社「肥薩おれんじ鉄道」「南阿蘇鉄道」「くま川鉄道」の３

社を盛り立てるため、１枚でそれぞれの路線に一日乗車できる企画切符を駅窓口のほ

か、鉄道フェスティバル（開催 東京：日比谷公園）会場及びネット通販で発売した。



【事例整理】鉄道を網形成計画へ位置付ける際のヒント 
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【事例整理】 鉄道を網形成計画へ位置づける際のヒント 
 

（１）現状把握 

収支構造と運輸収入の内訳を整理 

利用者数と収支状況は必ずしも相関しません。 

この計画では、通勤、通学、定期外の増減や経費の増

減により、鉄道会社の現状を市民に示しています。 

 

資料：一畑電車沿線地域公共交通網形成計画

駅別・駅間の利用状況の分析 

旅客区分ごとに精緻に分析することで、交通の状況

が分かります。 

この計画では、旅客区分ごとに駅別の増減を見るこ

とで、利用者動向を分析しています。 

資料：一畑電車沿線地域公共交通網形成計画

 

 

鉄道は「社会資本」であるという認識の元、長期的な整備計画の必要性 

地域住民にとって、地域の鉄道が将来どのように整備されるか示されるからこそ、その鉄道を前提とした生活を

決める事ができます。その一方で、網形成計画は 5 年程度の目標が多いですが、鉄道の施設整備は 5 年程度ではで

きないため、他モードとの結節や短期的なイベントが中心になりがちです。 

この計画では、平成 40 年までの新駅整備や

複線化等を示した「総合都市交通計画」が既に

あり、その中から公共交通ネットワークに関す

る部分を抜き出して網形成計画としています。 

 

 

資料：高松市地域公共交通網形成計画
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（２）課題整理 

鉄道と路線バスとのネットワーク状況を図示 

鉄道と路線バスでは重複区間がある事が多く、

利用者減少に合わせて再編が求められます。 

この計画では、鉄道とバスの路線図を地図化

して重複状況を明らかにし、駅前広場の構想を

盛り込む事で、将来のネットワーク化に向けた

課題整理としています。 
 
 
 
 
 
 
 

資料：四日市市地域公共交通網形成計画 

 

駅別の交通手段の比較 

鉄道駅での多モードとのネットワークを考える

上で、その駅の使われ方を調べる必要があります。

この計画では、パーソントリップ調査を活用し、

駅別の端末交通手段を調査しています。 

資料：四日市市地域公共交通網形成計画

交通事業者の経営状況・資産の状況を明示 

自治体の支援について住民に理解を得るためには、事業

者の経営状況や資産状況を明らかにする必要があります。 

この計画では、鉄道会社の経営状況、資産の老朽化の状況

を明示しています。 

資料：長崎県南地域公共交通網形成計画



【事例整理】鉄道を網形成計画へ位置付ける際のヒント 
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（３）⽅針と将来像 

①⽅針 

「鉄道を守る事」と「その守り方」を明記 

この計画では、鉄道の必要性を明記するとともに、バス路線との再編を通じて守る事という考え方を整理してい

ます。 

 

 

 

 

 

 
資料：弘前市地域公共交通網形成計画 

 

②将来像 

各モードのネットワークとしての役割を明確に 

人口減少時代においては、残すべき路線とそれ

を支える路線に再編することが求められます。 

この計画では、鉄道を「基幹路線」、その他バ

ス交通を「幹線」「地域路線」として位置付け、

ネットワークとして明確に分離されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：明知鉄道沿線地域公共交通網形成計画

まちづくりの方針を市民にも分かりやすく図示 

人口減少時代では、整備すべきインフラを集約して、コンパ

クトなまちづくりを推進する必要がありますが、「集約する必

要性」は理解しづらい側面があります。 

この計画では、目指すべき将来都市構造「多核連携型コンパ

クト・エコシティ」の概念を、何もしない場合と集約する場合

を比較して、分かりやすく示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高松市地域公共交通網形成計画
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（４）個別事業 

鉄道を軸とした公共交通網へと再編 

鉄道とバスが並行している場合、効

率的な維持に向けて、公共交通網を再

編する必要があります。 

この事例では、現在は電車と並行し

てバス路線がありますが、新駅整備に

合わせてフィーダー路線へとバス路線

を再編することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高松市地域公共交通網形成計画 

ＩＣカードを活用した乗継割引 

ＩＣカードがあれば、人件費抑制とともに、様々な施策とその効

果測定がしやすくなります。 

この事例では、行政が乗継に対する一定の補填を行うことで、乗

継利用が増加傾向となっています。 

資料：高松市

 

駅前広場の整備によるバス停車スペース確保 

民間鉄道は駅前広場が小さい事が多く、バスと鉄道との乗

継が困難な場合が見られますが、コンパクトで魅力あるまち

づくりのためには、一定のインフラ整備は必要です。 

この事例では、駅の位置を下げる事で駅前広場のスペース

を確保するとともに、近隣の交流施設も合わせて整備するこ

とで、駅の拠点性を高める予定です。 

資料：弘前市地域公共交通網形成計画

乗継時のバス運転手におけるソフト支援 

公共交通網には乗継環境が重要ですが、電車

とバスのダイヤを調整すれば良いと言うもので

もありません。 

この事例では、時刻表に乗継時間を掲載する

とともに、鉄道が駅に停まったら、バス運転手は

バスから降りてバスの行き先を声かけし、乗客

がいないか確認してから発車しています。 

資料：恵那市



【事例整理】鉄道を網形成計画へ位置付ける際のヒント 
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（５）事業評価・ＰＤＣＡ 

「目標指標を達成するための施策」という考え方 

一般的な計画では「施策をすることで目標

を達成する」ことが多いですが、施策をする

事自体が目的になりがちです。 

 

この計画では、「指標を達成するための施

策」という形式をとっており、指標が丁寧に

検討されており、その結果、施策の目的が明

確になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：弘前市地域公共交通網形成計画
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広域でのＰＤＣＡ 

鉄道は広域に跨る事が多く、それぞれの

自治体が方向性と足並みを揃える事が求め

られます。 

この計画では、広域にわたる交通のあり

方を網形成計画でまとまるとともに、次年

度以降の各自治体で検討すべき内容を明記

しています。また、首長が集まる協議会で

進捗を報告することで、足並みの統一を首

長主導で行うようにしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人吉・球磨地域公共交通網形成計画 

会議で各委員が確認しやすい紙面構成 

鉄道は広域に及ぶことが多く、関係者が

多くなりがちですが、鉄道会社任せにする

ことなく、関係者が一体となって施策を推

進する必要があります。 

この計画では、ＰＤＣＡの際、各主体が

何をして何を目指すのか、事業とその主体

と評価指標を１か所にまとめることで、見

やすく工夫しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：一畑電車沿線地域公共交通網形成計画 

 地域公共交通に関する方向性等 

人吉市 

地域間幹線系統の見直しに伴い、既存の地域内路線バスの運行ルート等の見直しを行

うとともに、コミュニティバスや乗合タクシー等に関して地域の実情に応じた運行形

態への見直し等を行います（人吉市地域公共交通網形成計画の作成）。 

錦町 

地域間幹線系統の見直しに伴い、既存の乗合タクシーを活用した町内における地域公

共交通の見直しを行います。また、他町村（あさぎり町・多良木町・湯前町・水上村）

と連携した新たな地域公共交通の導入※を検討します。 

多良木町 

地域間幹線系統の見直しに伴い、既存の乗合タクシーを活用した町内における地域

公共交通の見直しを行います。また、他町村（錦町・湯前町・あさぎり町・水上村）

と連携した新たな地域公共交通の導入※を検討します。 

湯前町 

地域間幹線系統の見直しに伴い、交通弱者の移動手段の確保のため町内における新た

な地域公共交通の導入を検討します。また、他町村（錦町・多良木町・あさぎり町・

水上村）と連携した新たな地域公共交通の導入※を検討します。 

水上村 

地域間幹線系統の見直しに伴い、乗合タクシーなど村内における新たな地域公共交通

の導入を検討します（水上村地域公共交通網形成計画の作成）。また、他町（錦町・多良

木町・湯前町・あさぎり町）と連携した新たな地域公共交通の導入※を検討します。

相良村 
地域間幹線系統の見直しに伴い、乗合タクシーなど村内における新たな地域公共交通

の導入を検討します。 

五木村 
地域間幹線系統の見直しに伴い、既存のコミュニティバス等を活用した村内における

新たな地域公共交通の導入を検討します。 

山江村 
地域間幹線系統の見直しに伴い、村内においてはまるおか号の運行形態（不定時定

路線から不定時不定路線（区域運行））を見直し・検討します。 

球磨村 
当面、平成 26 年から運行するコミュニティバスを基本とし、今後の状況を踏まえて

必要に応じて見直し等を行います。 

あさぎり町

地域間幹線系統の見直しに伴い、既存の乗合タクシーを活用した町内における地域公

共交通の見直しを行います。また、他町村（錦町・多良木町・湯前町・水上村）と連

携した新たな地域公共交通の導入※を検討します。 
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